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米国 U.S.STEEL 社により耐候性鋼材が開発されたのは 1930 年代であるが，大型構
造物に使用されだしたのは 1960 年代に入ってからである．日本においては 1968 年に
耐候性鋼材が JIS 化され，土木，建築，機械等各分野で広く使用されるようになった．
耐候性鋼材は，建設時の塗装費用と保守時の塗替え費用の削減を目的として開発され
た鋼材であり，橋梁としては 1967 年に知多 2 号橋で初めて無塗装で使用された[4]．
その後，橋梁への耐候性鋼材の使用は着実に増加してきた．図 1.2 は耐候性鋼橋梁の
建設量の累計の推移を示したものである．2015 年までに約 190 万 t 以上の耐候性鋼橋
梁が建設されており，全鋼橋に占める比率は 9.0%になる[5]．鉄道橋としては，1980
年に会津線第三大川橋梁で初めて使用された．その後，無塗装鋼鉄道橋の使用実績は






図 1.2 耐候性鋼橋梁の建設量の累計[5] 
 





























図 1.4 は JR 東日本管内の耐候性鋼橋梁の数量を示している（2017 年現在）．架設初
期の耐候性鋼橋梁は裸仕様であるが，20 年前からは安定化処理仕様が一般的となって
いる．経年 20 年以上の裸仕様の耐候性鋼橋梁は全数量の 6 割程度であり，これらは兵












































図 1.5 表面処理仕様と落橋防止装置の設置割合（JR 東日本管内） 
 
 






























































選定することとしている．落橋防止装置の例を図 1.10，図 1.11 に示す．PC ケーブル
やワイヤロープで桁と下部工，あるいは桁相互を連結する場合，落橋防止装置と主桁
との接合には，図 1.12 に示すように偏心荷重が作用する重ね継手が用いられる． 
 
   
（a）桁座の拡幅  
（鋼製ブラケット等）  
（b）PC ケーブルまたは  
ワイヤロープ（下フランジ）  
（c）PC ケーブルまたは  
ワイヤロープ（桁端）  








   
（a）桁座の拡幅  
（鋼製ブラケット等）  




（d）PC ケーブルまたは  
ワイヤロープ（桁端）  
（e）PC ケーブルまたは  
ワイヤロープ（腹板）  
 
図 1.11 桁が連続している場合の落橋防止装置の例[14] 
 
 
















NmnμPP SLa  (1) 
sykyta fAPP    (2) 
Pa  ：想定される作用力 
PSL ：すべり耐力 
Pty ：降伏耐力 
μ  ：すべり係数 





































比 β の値によってはすべりが先行しない場合もあると考えられる． 
偏心荷重が作用する重ね継手は，すべり先行型であることを前提に 2 面摩擦継手と




















































































































は，偏心荷重の影響を明らかにすることを目的に，すべり/降伏耐力比 β が 0.8 になる
よう設計した 2 面摩擦継手，1 面摩擦継手，重ね継手試験体の引張試験と FEM 解析を
13 
 
行った．そして，偏心荷重が作用する重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力は，2 面
摩擦継手と比較した場合に 10％程度低下することを示すとともに，低下の原因がボル
ト軸ひずみの低下とボルト軸力による接触圧力の作用範囲の違いにあることを明らか






に伴いすべり係数の低下が大きくなるが，すべり先行型となる β≦0.6 の場合は 2 面摩
擦継手のすべり係数と同程度であることを明らかにした．また，β が同じでも偏心量
が大きい場合はすべり係数がわずかに低くなることを明らかにした．そして，重ね継
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1 面摩擦継手のすべり耐力の検討においては，すべり係数が 2 面摩擦継手に比べて
10～20%低下するという実験結果がある[5,6]．1 面摩擦継手のすべり係数が 2 面摩擦
継手より低下する要因として，文献[6]では偏心荷重による板曲げ作用により，ボルト
軸力低下が大きいことを引張試験時にボルト軸力を測定して確かめている．また，す
べり/降伏耐力比 β が 0.73，0.96，1.21 の試験体を用いて引張試験を行い，1 面摩擦継
手もすべり/降伏耐力比 β が増加するほどすべり係数が低下するとしている．ただし，



























供試鋼材は，板厚 22mm と 12mm の一般構造用圧延鋼材 SS400 である．これらの鋼
材の検査証明書に記載された機械的性質を表 2.1 に示す．高力ボルトには F10T-M20
を使用した．なお，ボルトの検査証明書に記載されたトルク係数値は 0.133 である． 
鋼材の表面処理は，母板，連結板とも無機ジンクリッチペイント（以下，無機ジン
ク）を塗布した．塗膜厚は 75±15μm となるように管理した． 
 




引張試験に用いる試験体は, 2 面摩擦継手（DF），1 面摩擦継手（SF），重ね継手（LJ）
の 3 種類である．試験体数は 2 面摩擦継手が 7 体，1 面摩擦継手が 5 体，重ね継手が 6
22 SS400 281 439 34











（281N/mm2）に基づく純断面降伏耐力は，2 面摩擦継手が 386kN，1 面摩擦継手と重
ね継手が 194kN である．試験体は，すべり耐力に母板の降伏が影響しない[9]とされて
いるすべり/降伏耐力比 β（0.80）で設計した．このため，2 面摩擦継手のみ板幅を 85mm
としている．すべり/降伏耐力比 β は式(1)を用いて算出した． 
yy1 φσt)dw(







2 面摩擦継手と 1 面摩擦継手のボルトの締付け軸力は，図 2.2 に示す試験側で固定
側より先にすべりが生じるよう，試験側を設計ボルト軸力（165kN）の 1 割増しであ
る 182kN，固定側のボルト軸力を設計ボルト軸力の 2 割増しである 198kN を目標に
  




図 2.2 試験体の形状と寸法 
母板  連結板  連結板  母板  
母板  母板  
試験側  固定側  試験側  固定側  
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図 2.3 試験開始前のボルト軸力 
 


















































【凡例】 相対変位， 側面ひずみ，▼面外ひずみ  












試験側→  ←固定側  
試験側→  ←固定側  









きが変わり始め，400kN 程度ですべりが発生した．一方，重ね継手と 1 面摩擦継手は，
130kN 程度から傾きが変わり始め，170kN 程度ですべりが発生した．なお，他の試験
体も同様の傾向であることを確認している．重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力は
同程度であった．引張試験から得られた各試験体のすべり係数 μ1 を図 2.6 に示す．す
べり係数 μ1 は式(2)を用いて算出した．算出では，ボルト軸力のリラクセーションを考
慮し，試験前ボルト軸力 N1 を用いた． 
1
1 Nnm
Pμ  (2) 
 P：すべり耐力，m：接合面の数，n：ボルト本数，N1：試験前ボルト軸力 
 
表 2.2 引張試験結果 1 
 
 
kN mm kN kN μ2 平均 低下率 平均
DF-1 404.6 0.29 159.8 128.0 0.63 20.1%
DF-2 406.5 0.34 152.2 119.3 0.67 21.6%
DF-3 418.3 0.38 170.3 135.6 0.61 20.4%
DF-4 414.5 0.34 171.1 133.3 0.61 22.0%
DF-5 410.1 0.35 169.0 133.4 0.61 21.1%
DF-6 417.2 0.37 174.7 131.7 0.60 24.6%
DF-7 413.0 0.37 164.1 130.9 0.63 20.2%
SF-1 172.8 0.22 149.5 94.9 0.58 36.5%
SF-2 167.7 0.30 150.9 97.4 0.56 35.5%
SF-3 167.7 0.31 134.0 84.9 0.63 36.6%
SF-4 170.2 0.24 134.1 80.3 0.63 40.1%
SF-5 173.3 0.27 173.7 109.0 0.50 37.2%
LJ-1 165.8 0.18 145.9 97.4 0.57 33.2%
LJ-2 170.1 0.17 139.4 97.1 0.61 30.3%
LJ-3 166.3 0.26 139.9 94.5 0.59 32.4%
LJ-4 175.0 0.08 165.8 108.8 0.53 34.3%
LJ-5 176.1 0.12 162.9 104.4 0.54 35.9%





















図 2.5 荷重－開口・相対変位の例 図 2.6 継手形式ごとのすべり係数 μ1 
 
接合面処理が同じ場合はすべり係数が同程度となると考えられるが，継手形式ごと
のすべり係数 μ1 の平均値は，2 面摩擦継手（0.62）を基準に比較すると．重ね継手（0.57）
は 9%，1 面摩擦継手（0.58）は 7%低い．この原因を明らかにするため，すべり時の
ボルト軸力低下率に着目し，それを継手形式ごとに整理した結果を図 2.7 に示す．す










図 2.7 継手形式ごとのボルト軸力低下率 
 








































































ね継手は 33.1%，1 面摩擦継手は 37.2%と軸力低下率が大きく，これが重ね継手と 1
面摩擦継手のすべり耐力を低下させ，試験時のボルト軸力を基準に算出したすべり係
数 μ1 が低くなったものと考えられる．なお，ボルト軸力が低下した原因は，偏心荷重









と 1 面摩擦継手は，純断面降伏耐力（194kN）より低い 130kN 程度からひずみが大
きくなり始めている．0.2%耐力で定義した重ね継手と 1 面摩擦継手の降伏耐力は
165kN 程度であり，純断面伏耐力 194kN の 0.84 倍である．なお，他の試験体も同様
の傾向であることを確認している． 
表 2.3 引張試験結果 2 
 
DF-1 404.6 404.1 1.05 1.00
DF-2 406.5 406.4 1.05 1.00
DF-3 418.3 416.7 1.08 1.00
DF-4 414.5 411.0 1.06 1.01
DF-5 410.1 410.2 1.06 1.00
DF-6 417.2 408.5 1.06 1.02
DF-7 413.0 413.6 1.07 1.00
412.0 410.1 1.06 1.00
SF-1 172.8 167.5 0.86 1.03
SF-2 167.7 168.1 0.87 1.00
SF-3 167.7 166.2 0.86 1.01
SF-4 170.2 162.9 0.84 1.04
SF-5 173.3 162.1 0.84 1.07
170.4 165.3 0.85 1.03
LJ-1 165.8 156.0 0.80 1.06
LJ-2 170.1 162.7 0.84 1.05
LJ-3 166.3 164.7 0.85 1.01
LJ-4 175.0 165.7 0.85 1.06
LJ-5 176.1 164.2 0.85 1.07
LJ-6 176.2 182.1 0.94 0.97




























次元化したものである．2 面摩擦継手の降伏耐力比の平均は 1.06 である．これは，試
験体設計時に考慮した降伏耐力補正係数(φy=1.1)と同程度であり，連結板も載荷荷重を
十分に分担していたものと考えられる．一方，重ね継手の降伏耐力比は平均 0.86，1
面摩擦継手の降伏耐力比は平均 0.85 であり，2 面摩擦継手と比べて 20%程度低い．  
 以上のように，重ね継手の降伏耐力は 1 面摩擦継手と同程度であるが 2 面摩擦継手
より低い．この原因は，偏心荷重による板曲げの影響と考えられるが，これについて














図 2.8 載荷荷重－側面ひずみの例 図 2.9 継手形式ごとの降伏耐力比 


















































2 面摩擦継手のすべり時の相対ひずみの平均値は，Bolt1 も Bolt2 も 0.8 程度である．
1 つのボルト軸 2 箇所の相対ひずみも 0.8～0.9 程度でありボルト軸ひずみの低下は小
さい（図 2.10）．一方，重ね継手のすべり時の相対ひずみの平均値は，Bolt1 も Bolt2
も 0.7 程度であり，2 面摩擦継手よりボルト軸ひずみの低下が大きい．1 つのボルト
軸 2 箇所の相対ひずみを見ると，特に接合面の外側に位置する Bolt1①と Bolt2④の










図 2.12 引張試験時の状況図（重ね継手） 






















































































 試験結果から，重ね継手と 1 面摩擦継手の降伏耐力の低下は偏心荷重による板曲げ
の影響と考えられる．この影響を明らかにするため，重ね継手のすべり荷重（170kN）














図 2.14 重ね継手の応力分布の例（LJ-2） 















































図 2.15 解析モデルと解析条件 
  
図 2.16 荷重－ひずみ（板厚中心部）  図 2.17 軸方向応力分布（板厚方向側面） 











































2.5.3 すべり/降伏耐力比 β に与える影響 
引張試験から得たすべり耐力と降伏耐力を用いてすべり/降伏耐力比 β を算出した
結果を図 2.18 に示す．設計値が 0.8 であるのに対し，2 面摩擦継手のすべり/降伏耐力
比 β は平均で 1.00 であり，すべりと降伏が同時に生じた継手となった．これは，すべ
り係数が設計時の仮定（0.5）より高かったことが影響していると考えられる．一方，












































金と一体化した．解析では，対称性を考慮し，2 面摩擦継手（DF）と 1 面摩擦継手（SF）
は 1/4，重ね継手（LJ）は 1/2 モデルとした．解析モデルの境界条件と要素分割図を図
2.19 に示す．要素寸法 2mm 程度の 8 節点ソリッド要素を基本とし，ボルト軸部の中





















y,z 平面対称 x,z 平面対称 
z 軸方向拘束 
チャック範囲  



























表 2.4 解析で用いた応力―ひずみ関係 
 
 
図 2.20 解析手順（LJ の例） 
鋼材（SS400） 降伏応力 281 1,405
t=22 引張強度 439 80,405
鋼材（SS400） 降伏応力 281 1,405
t=12 引張強度 426 73,905
ボルト 降伏応力 900 4,500






















（a）2 面摩擦継手（DF） （b）1 面摩擦継手（SF） 
 
（c）重ね継手（LJ） 
図 2.21 荷重―開口・相対変位関係 
 



















































2.5.1 項に先述したとおり，重ね継手（LJ）と 1 面摩擦継手（SF）のすべり係数の低











図 2.22 各継手のすべり係数 μ 
  
（a）Bolt1②（内側） （b）Bolt1①（外側） 






































































板厚の異なる 2 面摩擦継手（DF）と 1 面摩擦継手（SF），重ね継手（LJ）の降伏耐
力を比較するため，降伏耐力を純断面降伏耐力で無次元化した降伏耐力比を算出し，





（a）2 面摩擦継手（DF） （b）1 面摩擦継手（SF） 
 
（c）重ね継手（LJ） 
図 2.24 荷重－側面ひずみ関係 





























































(1) 接合面に無機ジンクリッチペイントを塗布した 2 面摩擦継手のすべり係数は 0.62，
1 面摩擦継手では 0.58，重ね継手では 0.57 であった．塗膜厚 60～90μm で無機ジ
ンクリッチペイントを塗布した場合の高力ボルト摩擦接合継手のすべり係数は，
継手形式によらず文献[1]の推奨値の 0.50 以上であった． 




(3) 重ね継手の降伏耐力は 1 面摩擦継手と同程度であるが，2 面摩擦継手と比較する
と 20%程度低い．降伏耐力が低い原因は，母板が偏心荷重による板曲げを受ける
ことにある． 
(4) 偏心荷重による板曲げを受ける重ね継手や 1 面摩擦継手は，降伏耐力が低下する

































































ため，すべり/降伏耐力比 β が 0.8 になるよう設計した 2 面摩擦継手，1 面摩擦継手，
重ね継手試験体の引張試験を実施した．そして，重ね継手のすべり耐力と降伏耐力は














に示す．解析では対称性を考慮し．2 面摩擦継手（DF）は 1/4，重ね継手（LJ）は 1/2
モデルとした．境界条件，要素寸法は第 2 章の 2.6.1 項と同じである．解析ケースの内






らのモデルの寸法の決定においては，すべり係数を 0.5，降伏応力を SM490 材相当の
395N/mm2，ボルト軸力を F10T-M22 の設計ボルト軸力（205kN）とした．母板および
連結板のボルト孔径は 24.5mm とした．表 3.1 には，これらの条件を用いて算出した
設計すべり耐力と純断面降伏耐力を示している．解析には，表 3.2 に示す応力－ひず
み点を結んだ応力－ひずみ関係を用いた．鋼材のヤング率は（E）は 2.0×105N/mm2，




（a）2 面摩擦継手（DF） （b）重ね継手（LJ） 
図 3.1 解析モデル図 
 
























DF-0.4-w 0.4 28 16 120 － 410.0 1056.2
DF-0.6-w 0.6 28 16 90 － 410.0 724.4
DF-0.8 0.8 28 16 70 － 410.0 503.2
DF-1.0-w 1.0 28 16 60 － 410.0 392.6
DF-1.2-w 1.2 28 16 56 － 410.0 348.4
DF-0.4-t 0.4 52 28 70 － 410.0 934.6
DF-0.6-t 0.6 40 22 70 － 410.0 718.9
DF-1.0-t 1.0 22 12 70 － 410.0 395.4
DF-1.2-t 1.2 19 10 70 － 410.0 341.5
LJ-0.4-w 0.4 14 － 120 14 205.0 528.1
LJ-0.6-w 0.6 14 － 85 14 205.0 334.6
LJ-0.8 0.8 14 － 70 14 205.0 251.6
LJ-1.0-w 1.0 14 － 60 14 205.0 196.3
LJ-1.2-w 1.2 14 － 56 14 205.0 174.2
LJ-0.4-t 0.4 26 － 70 26 205.0 467.3
LJ-0.6-t 0.6 20 － 70 20 205.0 359.5
LJ-1.0-t 1.0 11 － 70 11 205.0 197.7














 解析方法は，第 2 章の 2.6.2 項で示した方法と同じである．解析ソルバーは，
Abaqus/standerd 6.14[5]であり，境界非線形性（接触）を考慮した弾塑性有限要素解析






 接触面となる鋼材間の摩擦係数は，第 2 章の引張試験の再現解析で用いた値と同じ





3.4.1 すべり/降伏耐力比 β がすべり耐力に与える影響 
すべり耐力は，荷重が低下したときの荷重，または荷重－相対変位関係の傾きが変
化し相対変位が 0.2mm となったときの荷重とした[6]．相対変位は図 3.3 に示す位置で
鋼材 降伏応力 395 1,975
SM490相当 引張強度 535 71,975
ボルト 降伏応力 900 4,500
F10T相当 引張強度 1,000 54,500
材料 ひずみ（μ）応力（N/mm2）
 















（a）DF モデル （b）LJ モデル 
図 3.3 相対変位の測定位置 
 
  
（a）DF-w モデル （b）LJ-w モデル 
図 3.4 荷重－相対変位関係の例 
 
すべり耐力と導入ボルト軸力（205kN）を用いて各継手のすべり係数 μ を算出し，
























































図 3.5 すべり係数μとβの関係 
 
重ね継手のすべり係数を 2 面摩擦継手と比較すると，β=0.4 のケースでは，偏心量
が 14mm のモデル（LJ-0.4-w）は同程度であるが，偏心量が 26mm のモデル（LJ-0.4-t）












DF-0.4-w 0.4 536.4 0.65
DF-0.6-w 0.6 530.6 0.65
DF-0.8 0.8 521.6 0.64
DF-1.0-w 1.0 497.2 0.61
DF-1.2-w 1.2 453.7 0.55
DF-0.4-t 0.4 535.6 0.65
DF-0.6-t 0.6 532.2 0.65
DF-1.0-t 1.0 493.6 0.60
DF-1.2-t 1.2 438.3 0.53
LJ-0.4-w 0.4 262.7 0.64
LJ-0.6-w 0.6 249.7 0.61
LJ-0.8 0.8 230.3 0.56
LJ-1.0-w 1.0 203.3 0.50
LJ-1.2-w 1.2 187.0 0.46
LJ-0.4-t 0.4 254.7 0.62
LJ-0.6-t 0.6 249.1 0.61
LJ-1.0-t 1.0 194.9 0.48
LJ-1.2-t 1.2 160.5 0.39
DF
LJ





















ボルト軸外側のひずみ低下が早いことから，図 3.3 に示した Bolt1 のすべり発生までの
ボルト軸外側の相対ひずみと β の関係を整理した．その結果を図 3.6 に示す．相対ひ
ずみは，すべりが発生するまでのボルト軸ひずみを荷重載荷前のボルト軸ひずみで除
した値である．LJ-w モデル，LJ-t モデルとも β が大きいほど相対ひずみの低下が早期
に始まっており，また低下の程度も大きい．これが，β が大きいほどすべり係数が小











































































図 3.7 すべり発生時の母板ミーゼス応力のコンター図の例（LJ-0.8） 
 
図 3.8 母板側面のすべり発生時の応力分布の例（LJ-w） 
 
3.4.2 偏心量（板厚）がすべり耐力に与える影響 
図 3.5 と 3.6 に示したように，重ね継手の β＝0.4 の 2 つのモデルの内，偏心量が 26mm
のモデルのほうが 14mm のモデルよりもすべり時のボルト軸力低下が小さいにも関わ
らず，すべり係数がわずかに低くなっている．ボルト軸力低下程度が異なる要因を調
べるため，すべり時の母板のボルト孔周りの応力状態を比較した．図 3.9 と図 3.10 に
すべり発生時の母板のミーゼス応力コンター図を示す．平面図を比較すると，板厚
14mm のモデルは板幅中央部まで降伏に達しているのに対し，板厚 26mm のモデルは
板幅中央部の降伏域が狭い．ボルト孔壁の断面図を比較すると，板厚 14mm のモデル
は，板厚に対して 60%程度が降伏しているのに対し，板厚 26mm のモデルは 45%程度
の降伏である．このように，板厚が 26mm のモデルはボルト孔周辺の母板の降伏域が
狭いため，ボルト軸力の低下が小さいものと考えられる． 






































←引張側      Bolt1 
（b）母板断面図 
図 3.9 LJ-0.4-w（板厚 14mm）のすべり時の母板ミーゼス応力コンター図 
 
 
←引張側      Bolt1 
（a）母板平面図 
 
←引張側      Bolt1 
（b）母板断面図 













←引張側      Bolt1 
（a）LJ-0.4-w（板幅：120mm，板厚：14mm） 
 
←引張側      Bolt1 
（b）LJ-0.4-t（板幅：70mm，板厚：26mm） 
図 3.11 ボルト軸力導入時の母板接触面の接触圧力コンター図 
 
 すべり発生時の母板の接触圧力コンター図を図 3.12 に示す．ボルト軸力導入時と比
べると，すべり発生時には最大接触圧力が大きくなっており，引張側の接触半径が小
さくなっている．また，板厚 14mm と 26mm のコンター図を比較すると，最大接触圧















図 3.13 にモデル板幅方向中央の接合面の板厚方向の相対変位（開口量：母板 1 に対
する母板 2 の板厚方向変位）とボルト孔縁からの距離の関係を示す．偏心量が 26mm
のモデルは，ボルト孔縁から約 5mm の位置が面外曲げの折れ点となっているのに対し，
偏心量が 14mm のモデルは，約 7mm の位置が折れ点となっている．ボルトの座金端部
の位置が約 12mm の位置であることから，面外曲げの折れ点の違いは，接合面の接触
圧力を減少させていると考えられる．そこで，すべり発生時のボルト孔縁からの接触
圧力分布を調べた．その結果を図 3.14 に示す．接触圧力の接触半径は，偏心量が 26mm
のモデルのほうが小さい．両モデルとも接触圧力は面外曲げの折れ点付近から 0 とな
っている．このように，面外曲げに伴い，接触圧力が低下している． 
偏心量の違いが小さく，すべり係数も同じであった β=0.6 の 2 つのモデルについて，
すべり発生時の接合面の面外変形の状態を調べた．その結果を図 3.15 に示す．β=0.6
 




←引張側      Bolt1 
（b）LJ-0.4-t（板幅：70mm，板厚：26mm） 























図 3.15 接合部面外変形の状態(β=0.6) 図 3.16 接触圧力分布(β=0.6) 
  





















図 3.13 接合部面外変形の状態(β=0.4) 図 3.14 接触圧力分布(β=0.4) 














































変形倍率 5 倍 
変形倍率 5 倍  

































3.4.3 すべり/降伏耐力比 β と板厚が降伏耐力に与える影響 





（a）DF-w モデル  （b）LJ-w モデル  
図 3.17 荷重－側面ひずみ関係の例 
 
降伏耐力を純断面降伏耐力で無次元化した降伏耐力比を算出し，すべり/降伏耐力比
β との関係を整理した．その結果を表 3.4 と図 3.18 に示す．2 面摩擦継手の降伏耐力比
は，母板だけでなく連結板でも力を分担するため 1.0 よりも高い．重ね継手の降伏耐
力比は，2 面摩擦継手と比較した場合，β の値によらず 20～25%程度低い．重ね継手
で β の値が同じ場合，β≧1.0 では板厚が薄い LJ-t モデルで降伏耐力比が低い．降伏耐
力が低下する原因は，偏心荷重による板曲げ応力による鋼板の降伏によるものと考え
られる． 
β＝1.2 の場合（板厚 t=14mm と 9mm）の母板側面の応力分布を図 3.19 に示す．応力
分布の着目位置は図 3.7 と同じである．板厚が 9mm のケース（LJ-1.2-t）は曲げ剛性が
低いため圧縮側も降伏している．β=1.0 の場合（板厚 t=14mm と 11mm）も同じように，
板厚が 11mm のケース（LJ-1.0-t）で圧縮側の降伏が認められた． 





























































DF-0.4-w 0.4 1056.2 － －
DF-0.6-w 0.6 724.4 － －
DF-0.8 0.8 503.2 607.7 1.21
DF-1.0-w 1.0 392.6 488.2 1.24
DF-1.2-w 1.2 348.4 449.4 1.29
DF-0.4-t 0.4 934.6 － －
DF-0.6-t 0.6 718.9 － －
DF-1.0-t 1.0 395.4 491.8 1.24
DF-1.2-t 1.2 341.5 438.2 1.28
LJ-0.4-w 0.4 528.1 － －
LJ-0.6-w 0.6 334.6 － －
LJ-0.8 0.8 251.6 232.5 0.92
LJ-1.0-w 1.0 196.3 203.1 1.03
LJ-1.2-w 1.2 174.2 187.0 1.07
LJ-0.4-t 0.4 467.3 － －
LJ-0.6-t 0.6 359.5 － －
LJ-1.0-t 1.0 197.7 194.9 0.99
















































 解析モデルの形状を図 3.20 に示す．解析モデルは，3.2 節で用いたモデルのうち，
すべり/降伏耐力比 β が 0.8 となるようにした LJ-0.8 のモデルを基本モデルとして用い
る．パラメータは，図 3.20 に示す接合部端部から試験機のチャック範囲（100mm）ま
での距離を継手長さ（L）とし，その距離は 80mm，130mm（基本モデル），180mm
の 3 種類とした．他の解析条件および解析方法は 3.2，3.3 節と同じである． 
 
 

















































































































































































































 さび生成状態の調査は，裸仕様の耐候性鋼鉄道橋のうち 4 橋で実施した．調査橋梁
の概要について表 4.1 に示す．なお，経年は調査した 2016 年時点で示し，離岸距離
は文献[8]で調べた距離を示した． 
表 4.1 調査橋梁の概要 
A 橋梁 
構造形式 下路トラス 軌道形式 鋼直結式 
起点方構造 トンネル 終点方構造 盛土 
桁下空間 河川 構造細目 排水勾配有り 
支間 2@125.4m 架設時期（経年） 1984 年（32 年） 
離岸距離 日本海沿岸から約 32km（山間部） 
B 橋梁 
構造形式 下路トラス 軌道形式 道床式 
起点方構造 橋梁 終点方構造 橋梁 
桁下空間 河川 構造細目 排水勾配有り 
支間 60.0m 架設時期（経年） 1985 年（31 年） 
離岸距離 日本海沿岸から約 18km（都市部） 
C 橋梁 
構造形式 下路トラス 軌道形式 道床式 
起点方構造 トンネル 終点方構造 盛土 
桁下空間 道路 構造細目 排水勾配有り 
支間 86.0m 架設時期（経年） 1985 年（31 年） 
離岸距離 瀬戸内海沿岸から約 20km（都市部） 
D 橋梁 
構造形式 下路トラス 軌道形式 鋼直結式 
起点方構造 橋梁 終点方構造 橋梁 
桁下空間 河川 構造細目 排水勾配有り 
支間 68.0m 架設時期（経年） 1986 年（30 年） 




 構造形式はいずれも下路トラスである．軌道形式は，A と D 橋梁が鋼直結式，B と
C 橋梁が道床式である．道床式では鋼床版を有するため，桁内側が雨洗いされない状





橋梁と B 橋梁は日本海沿岸からの距離であり豪雪地域，C 橋梁と D 橋梁は瀬戸内海沿
岸の地域に位置している．いずれも飛来塩分の影響は受けにくい地域にあると考えら





データ[9]を比較した結果を図 4.1 に示す．気象データの統計期間は 1981 年から 2010
年の 30 年であり，数値は月毎の平均値を示している．A 橋梁と B 橋梁（以下，地域 1），
C 橋梁と D 橋梁（以下，地域 2）が同じ地域に架設されている． 
図 4.1（a）に示す平均降水量については，地域 1 は豪雪地域であるため冬期の降水
量が多いところに特徴があり，年間降水量は地域 2 よりも多い．図 4.1（b）～（d）
に示す気温については，地域 1 のほうが平均気温，日最高気温，日最低気温が低い．
また，日最高気温と日最低気温を比較すると，地域 1 では同じ月の最高気温と最低気
温の差が大きい．図 4.1（e）に示す日照時間については，A 橋梁の 1 月から 6 月のデ
ータが無かったため記載していない．7 月以降のデータでは B 橋梁と同じ傾向が認め
られる．地域 1 は冬期の日照時間が短い傾向がある．地域 1 は図 4.1（a）に示すとお
り冬期の年間降水量が多いことから，鋼材の濡れ時間が長いと考えられる．図 4.1（f）














図 4.1 気象データの比較 
 
























































































































状態を評価するものである．外層さびの状態は表 4.2 に示す基準に従い評価した． 
調査部位の素地調整前後のさび厚は電磁膜厚計（LZ－900J）により測定した．調査




は 8mm，測定間隔は 16μm とした．印象材の任意の 6 箇所を測定し，その平均値を調
査部位の表面粗さとした． 
   
（a）素地調整前 （b）素地調整後 図 4.3 印象材によるさび
表面凹凸採取状況 図 4.2 素地調整前後のさび状態の例 
 
表 4.2 目視外観観察法とさび厚測定法による評点付け基準とその解釈法（案）[10] 
状態 評点 目視外観（例） さび厚 
正常 
5 腐食が進まず，さびも薄い 200μm 程度未満 
4 平均外観粒径 1mm 程度以下で均一なさび 
400μm 程度未満 
3 平均外観粒径 1～5mm 程度のさび 








(1) A 橋梁 
 図 4.4 に素地調整前の外観を示す．測定箇所 A-1～3 には，均一で緻密なさびが形成
されていた．素地調整後は，素地面に緻密な黒さびの層（保護性さび層）が確認でき






















と判断されるが，他の部位では，評点 4 の正常なさびが形成されていた． 
 
表 4.3 A 橋梁のさび厚と算術平均粗さ（Ra） 
調査部位 
さび厚（μm）  算術平均粗さ Ra（μm）  
素地調整前 素地調整後 素地調整前 素地調整後 
A-1：左主構外側ウェブ 123.0 76.1 31.9 21.3 
A-2：端横桁下フランジ上面 153.0 120.1 33.1 36.0 
A-3：端横桁外側ウェブ 128.0 95.9 38.5 23.8 
 
 
表 4.4 A 橋梁のさび生成状態の評価 
調査部位 さび粒径 さび厚（μm） さび状態 評点 
A-1：左主構外側ウェブ 1mm 程度以下 123.0 均一 4 
A-2：端横桁下フランジ上面 1mm 程度以下 153.0 均一 4 
A-3：端横桁外側ウェブ 1mm 程度以下 128.0 均一 4 
A-4：縦桁下フランジ下面 － － うろこ状 2 





(2) B 橋梁 





















は，任意の 10 点で測定しているためである．道路橋がある河川上流側の B-2 では，素
地調整後のさび厚が 100μm 程度となった．外層のさびが下流側よりも厚く形成されて
おり，素地調整により除去されたためと考えられる．B-3 においても，素地調整後の






と判断されるが，他の部位では，評点 4 または 3 の正常なさびが形成されていた． 
 
表 4.5 B 橋梁のさび厚と算術平均粗さ（Ra） 
調査部位 
さび厚（μm） 算術平均粗さ Ra（μm） 
素地調整前 素地調整後 素地調整前 素地調整後 
B-1：右主構外側ウェブ 53.2 60.3 26.2 24.4 
B-2：左主構外側ウェブ 170.5 104.1 37.0 25.8 
B-3：端横桁内側ウェブ 288.2 112.7 45.2 31.7 
 
 
表 4.6 B 橋梁のさび生成状態の評価 
調査部位 さび粒径 さび厚(μm) さび状態 評点 
B-1：右主構外側ウェブ 1mm 程度以下 53.2 均一 4 
B-2：左主構外側ウェブ 1~5mm 程度 170.5 粗い 3 
B-3：端横桁内側ウェブ 1~5mm 程度 288.2 粗い 3 
B-4：縦桁下フランジ下面 － － うろこ状 2 




(3) C 橋梁 
図 4.7 に素地調整前の外観を示す．素地調整前の C-1 には均一で緻密なさびが形成
されているが，C-2 では表面に粒径の粗いさびが形成されている．素地調整後は，い
ずれの箇所でも黒さびの層（保護性さび層）が確認できた．C 橋梁では，下フランジ




図 4.7 C 橋梁の調査部位外観 
 
素地調整前後のさび厚および算術平均粗さ(Ra)の測定結果を表 4.7 に示す．素地調




に示す．C 橋梁には評点 4 または 3 の正常なさびが形成されていた． 
 
表 4.7 C 橋梁のさび厚と算術平均粗さ（Ra） 
調査部位 
さび厚（μm） 算術平均粗さ Ra（μm） 
素地調整前  素地調整後  素地調整前  素地調整後  
C-1：右主構外側ウェブ 170.5 117.4 37.8 35.1 
C-2：端横桁下フランジ下面 206.2 94.5 35.9 26.9 
 
表 4.8 C 橋梁のさび生成状態の評価 
調査部位 さび粒径 さび厚（μm） さび状態 評点 
C-1：右主構外側ウェブ 1mm 程度以下 170.5 均一 4 
C-2：端横桁下フランジ下面 1~5mm 程度 206.2 粗い 3 
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(4) D 橋梁 
図 4.8 に素地調整前の外観写真を示す．素地調整前の D-1，2 には均一で緻密なさ























に示す． D-1 および D-2 については評点 4 と判断される．表面が傾斜しており排水性
が良いためと考えられる．風通しの悪い端横桁の D-3，D-4 および雨洗いされにくい
D-5 については評点 3 と判断される． 
 
表 4.9 D 橋梁のさび厚と算術平均粗さ（Ra） 
調査部位 
さび厚(μm) 算術平均粗さ Ra(μm) 
素地調整前 素地調整後 素地調整前 素地調整後 
D-1：右斜材フランジ上面 130.0 115.2 39.9 25.9 
D-2：端横桁下フランジ上面 268.1 124.6 38.5 34.3 
D-3：端横桁ウェブ外面 142.6 92.1 39.5 36.6 
D-4：端横桁ウェブ外面(水道) 191.0 125.3 35.9 39.2 
D-5：端横桁下フランジ下面 293.7 160.0 42.6 32.7 
 
 
表 4.10 D 橋梁のさび生成状態の評価 
調査部位 さび粒径 さび厚(μm) さび状態 評点 
D-1：右斜材フランジ上面 1mm 程度以下 130.0 均一 4 
D-2：端横桁下フランジ上面 1mm 程度以下 268.1 均一 4 
D-3：端横桁ウェブ外面 1~5mm 程度 142.6 粗い 3 
D-4：端横桁ウェブ外面(水道) 1~5mm 程度 191.0 均一 3 











素地調整前のさび厚には，桁内側である B-3，水平部材の D-2，D-5 で厚い傾向が認め
られるが，素地調整後のさび厚には架設地域や部位の違いがほとんど認められない．
さび厚は，素地調整によって外層のさびが除去されるため，素地調整後は減少した．







図 4.9 素地調整前後のさび厚 
 















































が，豪雪地域である A 橋梁と B 橋梁では下フランジ下面にうろこ状さびが形成さ




の厚さは 53.2～293.7μm であったのに対し，素地調整後の内層さびの厚さは 60.3
～160.0μm となった．素地調整によって外層さびが除去されることでさび厚が小
さくなる傾向が認められた． 

















































































































既設鋼材を採取した I 形断面桁は，第 4 章で示した A 橋梁の近傍で 32 年間曝露さ
れていたものである．I 形断面桁のウェブから 18 枚，下フランジから 12 枚の既設鋼
材を採取したが，それらの板厚はいずれも 14mm である．採取した既設鋼材はいずれ
も平坦で反りは認められなかった．ウェブから 5 号試験片（JIS Z 2201）を 2 体製作し
た．引張試験と成分分析を行った結果を表 5.1 に示す．材料試験値は試験片 2 体の平
均値を示している．なお，2 体で得られた結果はほぼ同じであった． 









（％） C Si Mn P S Cu Cr Ni
材料試験値 536 522 591 39 0.09 0.41 0.84 0.009 0.005 0.35 0.49 0.18
SMA490AW
































の測定点は図 5.4 に示す 12 点である．測定したさび層厚の頻度分布を図 5.5 に示す．
素地調整後のさび層の厚さは，ウェブ表面で平均 67.3μm，標準偏差 28.4μm であった．
なお，測定数は 216 点である．うろこ状さびが生成されていた下フランジ下面のさび






図 5.3 既設鋼材の素地調整前後の状態 
 
 




























8mm，測定間隔は 16μm とした．測定位置と測定方向を図 5.6 に示す．ウェブ材の Ra
は 15.5～30.8µm であった．素地調整後のさび層厚と Ra の関係を図 5.7 に示す．図中
には決定係数 R2 も示している．さび層が厚いほど Ra の値も大きい．さび層厚は 40
～100μm 程度，Ra は 15～30μm 程度であり，第 4 章で示した実橋のさび状態と同程度
である．下フランジ材の下面は凹凸が大きいため，レーザー変位計（3 次元形状測定
システム：EMS98AD-3D，レーザー：KEYENCE／LK-080）を用いて算術平均粗さ
(Ra)を測定した．レーザーのスポット径は φ70µm，測定精度は 3µm である．測定長
さは 60mm，測定速度は 2mm/秒とした．測定位置と測定方向は図 5.6 と同じである．
下フランジ下面の Ra は 96.8～254.6µm であった． 
 












































































































































































































した．ブラスト処理の条件を表 5.3 に示す． 
ブラスト処理した添加鋼材の算術平均粗さ(Ra)を測定した．測定基準長さは 2.5mm，
測定間隔は 5μm とした．測定位置と測定方向は図 5.6 と同じである．測定した Ra の
平均値（標準偏差）は 15.9μm（1.5μm）であった．ブラスト処理した添加鋼材の一部
は大気曝露してさび層を形成させた．大気曝露は，法政大学小金井キャンパス内（離
岸距離約 25km）にて平置き状態で行った．曝露期間は，1 ヶ月と 2 ヶ月とした．大気
曝露後は，鋼材表面をカップブラシで素地調整して表層さびを除去し算術平均粗さ
(Ra)を測定した．大気曝露後に測定した Ra の平均値（標準偏差）は 1 ヶ月のもので
7.3μm（1.62μm），2 ヶ月のもので 7.5μm（1.09μm）であり，大気曝露期間による Ra の
違いはほとんど見られないが，ブラスト直後よりも Ra の値は小さくなっている．こ
れは，さび層が形成されたことによるものと考えられる．素地調整後のさび層厚を図




5.9 に示すようにボルト孔近傍の 2 カ所で 5 回測定した．塗膜厚の分布を図 5.10 に示
す．塗膜厚は 60～90μm[10]の範囲にある． 






















表 5.2 添加鋼材の機械的性質と化学成分 
 
 
表 5.3 ブラスト処理条件 
 
 
 図 5.8 さび層厚と Ra の関係（添加鋼材） 
 
 
図 5.9 塗膜厚測定位置（添加鋼材，無機ジンク塗布） 
 
 






（％） C Si Mn P S Cu Cr Ni

























































































鋼材のさび層厚に応じて WZ1～3 と区別した．WB および WZ 試験体には六角高力ボ




[11]を表 5.5 に示す．FZC 試験体は，接合面の状態を FZ 試験体と同じとし，腐食に伴
うすべり耐力の経時変化を調べるための試験体である．FZ および FZC 試験体には耐
候性高力ボルト F10TW-M22 を使用した．M22 を使用した理由は，材料手配の都合で
ある． 
継手試験体の寸法は，すべり係数を 0.50，ボルト軸力を設計ボルト軸力（F10T-M20
は 165kN，F10TW-M22 は 205kN），鋼材の降伏応力を 389N/mm2（添加鋼材のミルシ
ート値）として，すべり/降伏耐力比 β＝0.48 または 0.62 となるように設定した． 
 
 
※（ ）値は下フランジ材を用いた試験体  
















管理した．F10T-M20 を用いる場合は，設計ボルト軸力（165kN）の 1 割増しである 182kN
に対応するひずみ 2898μ（ヤング率 2.0×105N/mm2），F10TW-M22 を用いる場合は，設








WB0 3 63.7 室内養生 0.0
WB1 3 64.0 1カ月曝露 8.8
WB2 3 64.8 2ヶ月曝露 14.6
WZ1 3 47.2 －
WZ2 3 76.8 －
WZ3 3 95.8 －
FZ－N 3 カップブラシ 272.3 －
FZ－A 3 カップブラシ＋接着剤 251.7 －
FZC－N 3 カップブラシ 303.3 －















































図 5.12  S6 サイクル（JIS K 5621） 
  
（a）複合サイクル試験機（CC-450IP） （b）試験体の設置状況 
































図 5.15 腐食促進試験後の外観 
 
  



























度は，0.1mm/min とした．試験体両端部からそれぞれ 100mm までの範囲を試験機のチ
ャックで挟み，すべり発生後ボルトが支圧状態となるまで変位を与えた．測定項目は，
既設鋼材と添加鋼材の相対変位，鋼材側面のひずみ，ボルト軸のひずみである．それ












図 5.17（a）に示すブラスト後に室内養生した WB0 試験体は，すべり時に小さな音












移行して荷重が増加した．図 5.17（b）に示す WZ 試験体は，90kN 程度から荷重－相
対変位の傾きが徐々に緩やかになっている．これは，微小なすべりが生じたためと考
えられる．WZ 試験体は，すべて音もなくすべりが生じた．図 5.17（c）と（d）に示




（a）WB 試験体 （b）WZ 試験体 
  
（c）FZ 試験体 （d）FZC 試験体 



















































































第 2 章にて，すべり/降伏耐力比 β が 0.8 の場合，2 面摩擦継手と比較した重ね継手
のすべり耐力は 10%程度低く，降伏耐力は 20%程度低いという実験結果を示し，その
原因がボルト軸ひずみの低下や偏心荷重による板曲げ応力にあることを明らかにした．
また，第 3 章にて，β が 0.6 以下の場合には，ボルト軸ひずみの低下が小さくすべり
が先行するため，重ね継手のすべり耐力は 2 面摩擦継手と同程度になるという結果を
示している．本試験体の β は 0.48 または 0.62 であり，ボルト軸ひずみの低下も小さ
く，図 5.19 に示すように 25%の降伏耐力の低下を考慮してもすべりが先行していたた








図 5.19 荷重－側面ひずみ関係の例 


























































































除くとすべり係数がほぼ同じである．FZ－N 試験体のすべり係数の平均が 0.28 である
のに対し，FZ－A 試験体のすべり係数の平均は 0.45 と高くなっているが，各試験体の
すべり係数のばらつきは大きい．FZC－N 試験体のすべり係数の平均は 0.27 であり，
腐食促進試験前の FZ－N 試験体と同程度である．FZC－A 試験体のすべり係数の平均
は 0.51 であり，腐食促進試験前の FZ－A 試験体の 0.45 よりも高くなっており，各試
験体のすべり係数のばらつきも小さい．これらのすべり係数の違いについては 5.4 節
で考察する． 




EB1-上 22.8 7.3 ― ― 377.8 222.4 0.42
EB1-下 25.0 7.3 ― ― 389.4 245.3 0.40
EP1-上 23.8 7.3 179.5 ― 528.0 221.1 0.60
EP1-下 25.0 7.3 163.0 ― 519.6 238.0 0.55
wG-nB-1 60.0 12.1 ― 7.1 355.5 211.3 0.42
wG-nB-2 75.6 14.8 ― 6.6 357.0 210.5 0.42
wG-nB-3 65.1 6.5 ― 6.4 384.2 221.4 0.43
wG-nP-1 88.7 15.5 69.4 ― 302.9 207.7 0.37
wG-nP-2 68.8 7.3 60.8 ― 434.4 220.1 0.49
wG-nP-3 69.8 7.5 56.5 ― 384.7 215.6 0.45
WB0-1 66.5 19.9 ― 15.9 211.0 180.5 0.58
WB0-2 73.4 27.9 ― 16.0 198.6 186.5 0.53
WB0-3 51.1 18.7 ― 15.7 197.2 182.4 0.54
WB1-1 59.6 19.0 10.0 8.6 163.4 181.4 0.45
WB1-2 67.5 24.4 8.0 6.7 166.4 181.3 0.46
WB1-3 65.0 23.1 8.4 6.6 185.1 181.2 0.51
WB2-1 56.4 21.7 11.4 6.8 133.3 178.4 0.37
WB2-2 65.8 22.0 17.4 8.4 168.6 179.6 0.47
WB2-3 72.3 24.4 15.0 7.4 158.6 177.4 0.45
WZ1-1 45.3 22.1 66.5 ― 124.2 179.6 0.35
WZ1-2 47.5 15.5 74.0 ― 127.3 204.6 0.31
WZ1-3 48.9 20.0 87.5 ― 152.8 125.4 0.61
WZ2-1 76.9 20.5 64.5 ― 119.7 176.1 0.34
WZ2-2 75.5 27.4 72.0 ― 129.2 177.3 0.36
WZ2-3 78.1 24.0 64.0 ― 129.0 175.1 0.37
WZ3-1 94.7 24.7 64.0 ― 144.5 177.1 0.41
WZ3-2 100.2 30.8 62.5 ― 115.8 174.8 0.33
WZ3-3 92.5 28.1 64.5 ― 123.9 185.6 0.33
FZ-N1 300.7 152.8 76.5 ― 117.2 209.8 0.28
FZ-N2 290.6 206.2 85.5 ― 118.1 204.2 0.29
FZ-N3 225.5 106.9 86.5 ― 113.3 211.4 0.27
FZ-A1 168.6 96.8 86.5 ― 216.5 212.3 0.51
FZ-A2 330.9 188.5 83.5 ― 144.9 207.0 0.35
FZ-A3 255.5 193.6 72.0 ― 202.9 213.0 0.48
FZC-N1 328.2 191.3 81.0 ― 125.8 238.7 0.26
FZC-N2 398.0 254.6 77.3 ― 135.4 242.1 0.28
FZC-N3 183.6 164.7 70.3 ― 139.7 249.6 0.28
FZC-A1 394.1 248.2 72.0 ― 243.4 235.6 0.52
FZC-A2 325.0 211.0 71.3 ― 221.2 213.7 0.52































































































図 5.20（g）～（i）に示す接合面に接着剤を塗布した FZ－A 試験体は，接合面の全
域でさび層または接着剤層の凝集破壊が認められる．接合面の上下端部のさび層の凝
集破壊は，引張試験時の面外曲げの影響でさび層が剥がれて接着剤に付着したものと
考えられる．すべり係数が 0.35 となった FZ－A2 試験体は，特にさび層の凝集破壊の










   
（a）WB0－2 （b）WB2－2 （c）WZ1－1 
   
（d）WZ3－3 （e）FZ－N3 （f）FZC－N2 
   
（g）FZ－A1 （h）FZ－A2 （i）FZ－A3 
   
（j）FZC－A1 （k）FZC－A1 （l）FZC－A3 












































図 5.22 すべり係数とブラスト処理面の Ra の関係 



















加鋼材のさび層厚の関係を図 5.23 に示す．図中には決定係数 R2 を示した．さび層の
ない WB0 試験体に比べて，さびを有する WB1 と WB2 試験体ですべり係数が低く，
さび層が厚い方がすべり係数が低くなる傾向が認められる．先述のように，WB0 試験





図 5.24 に WB1 と WB2 試験体で得られたすべり係数と添加鋼材のさび層表面の算術平








図 5.23 すべり係数と添加鋼材の 
さび層厚の関係  





















































既設鋼材の算術平均粗さ(Ra)との関係を整理した結果を図 5.26 に示す．Ra が大きいと
すべり係数が低い傾向が認められるものの，これも両者の相関は低い． 















図 5.25 すべり係数と既設鋼材の 
さび層厚の関係  
図 5.26 すべり係数と既設鋼材 
の Ra の関係  













































































































































































[10] 鉄道総合技術研究所偏：鉄道構造物等設計標準・同解説 鋼・合成構造物，2009.7 








第 6 章 既設耐候性鋼橋に設置する落橋防止装置の耐力評価法と照査例 
 
6.1 はじめに 










NmnμφPP sSLa  (1) 
Pa    ：想定される作用力，PSL  :すべり耐力  
φs    ：すべり耐力補正係数  
（β≦0.6 の場合 1.0，0.6＜β≦0.8 の場合 0.9，0.8＜β の場合 0.8）  
β      ：すべり /降伏耐力比  
μ ：接合面処理に対応した 2 面摩擦継手のすべり係数の推奨値 [1] 
n ：継手に使用したボルトの本数  
m    ：摩擦面の数（重ね継手の場合 m=1），N  ：設計ボルト軸力  
 
すべり耐力を算定する式 (1)において，β の値に応じてすべり耐力の低下を考慮
するため，すべり耐力補正係数を乗じることとした．第 2 章と第 3 章での検討よ
り，重ね継手のすべり耐力を 2 面摩擦継手と比較した場合，β が 0.6 以下の場合は








7 体すべての試験体ですべり係数 0.6 以上が得られたことを踏まえ，適切にすべり
/降伏耐力比 β を評価するためである．  
 
6.2.2 重ね摩擦接合継手の降伏耐力評価法 
重ね摩擦接合継手の降伏耐力の照査は，式 (2)を用いて行う．  
sykytya fAφPP  (2) 
Pty：降伏耐力，A :母板の純断面積， fsyk：鋼材の強度の特性値 [2] 
φy  ：降伏耐力補正係数  
（偏心荷重の影響を受ける場合 0.75，受けない場合 1.0 を用いる）  
 
重ね継手の降伏耐力の算定において，偏心荷重の影響を考慮する場合には，降
伏耐力補正係数 φy=0.75 を乗じることとした．第 2 章と第 3 章での検討より，β が






 第 5 章で得られた結果より，既設耐候性鋼橋に用いる高力ボルト重ね摩擦接合
継手の接合面処理とすべり係数の推奨値を以下のとおり提示する．なお，以下に



















6.2.1 項で提示したように，重ね摩擦接合継手のすべり /降伏耐力比 β が 0.6 より
大きい場合のすべり耐力は，式 (1)のとおりすべり耐力補正係数 φs を乗じて算定す
ることとする．  
以上のことを踏まえて整理した，既設耐候性鋼橋に用いる重ね継手の接合面処
理とすべり係数の一覧を表 6.1 に示す．β が 0.6 より大きい場合は，すべり耐力補
正係数 φs を乗じた値を示している．なお，既設鋼材に接着剤を塗布する場合は，β
の影響を受けるか明らかでないため，適用範囲は β≦0.6 のみとする．  
 




 6.2 節，6.3 節を組合せることにより，既設耐候性鋼橋に落橋防止装置を設置す





強度を有しているか照査する．すべり耐力は，表 6.1 に示す β が 0.6 以下の場合の
すべり係数 μ（すべり耐力補正係数 φs=1.0）を用いて算定する．既設部材の降伏耐
力は，偏心荷重の影響を受ける場合，降伏耐力補正係数 φy=0.75 を乗じて算定する．













































図 6.1 本研究で提示する落橋防止装置接合部の照査フロー  
 
照査開始  
作用荷重 Pa の算定 
接合面の処理，すべり係数 μ の設定  
落橋防止装置の型式の選定 [4] 
β=PSL/P t y の算出  
β≦0.6 




Pa < P t y 
すべり耐力補正係数 φs＝1.0 を設定 降伏耐力補正係数 φy の設定 
すべり耐力（PSL）の算出  
 




すべり耐力補正係数 φs の設定 
すべり耐力（PSL）の算出 


















   Pa  ：作用荷重  
   Rd ：死荷重反力（桁が連続している場合は，荷重の大きい桁の反力）  
   RL ：列車荷重反力（桁が連続している場合は，荷重の大きい桁の反力）  
    n ：落橋防止装置として働く個数 
  
図 6.3 落橋防止装置の設置状況  













例えば，図 6.2 に示した支間 24.4（m）の上路プレートガーダ （ー鋼直結軌道式）
の耐候性鋼鉄道橋で算定すると，死荷重（Rd）が 520kN，地震時列車荷重（RL）
が 868kN となる．支点が 4 基であることから，落橋防止装置として働く個数 n は
4 基となる．よって，落橋防止装置の設計に用いる作用荷重は，以下のとおり算定
できる．  
  Pa=（520kN＋868kN）／4＝347kN 
 
 以降の照査例においては，この作用荷重を用いて照査する．作用荷重より，落
橋防止装置の型式を文献[4]から選定すると，図 6.4 に示す適用範囲が 350kN まで
の型式を用いることができる．  
 
図 6.4 落橋防止装置の型式の例 [4] 
 
  
材 料 表  
 種別 寸法 数量 重量 kg 材質 備考 
PL 300×22 400 1 21 SS400  
PL 360×22 253 2 31 SS400  
PL 120×22 90 4 5 SS400 70% 
ピン  46 260 1 6 S35CN Wナット座金付 
HTB M24  6  F10T ナット座金付 
鋼管 101.6×4.2 40 1  SGPW  
鋼管 27.2×2.8 93 1  SGPW  
ﾜｲﾔｰ  33.5  1  IWRC  
合計 63kg 
注) 
1. 適用範囲は死荷重と衝撃を含まない列車荷重の合計が 1 沓当たり
350kN までとする．  





5. ピン用孔の直径は 46.5 とする． 
6. 後から溶接するピン用リブの中央部で K 型溶接ができない部分はレ型
の裏波溶接としてよい． 
7. リブの C10 はリブ内側のワイヤーが引張られる側の半分について行
う． 
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 安定性（地震時）の照査のため，安全係数はすべて 1.0 とする [2]． 
 接合面の表面処理は，表 6.1 に示すすべり係数が 0.4 以上の継手種別①に限
り，すべり係数 μ は 0.4 とする．  
 下フランジ面の外層さびの状態は，評点 3 以上の正常，または評点 2 のうろ
こ状さびが形成されている場合を想定する．  
 ウェブ面の外層さびの状態は評点 3 以上の正常なさびが形成されている場
合を想定する．  
 既設鋼材強度の特性値[2]：既設鋼材（SMA400）の強度の特性値 fsyk として，
フランジは 235N/mm2（ t=19），ウェブは 245N/mm2（ t=9）を用いる．  
 既設鋼材の照査断面における純断面積  
既設鋼材の照査断面は，図 6.4 に示す添加部材幅として安全側に算定する． 
【フランジ】Af=300×19－（2×26.5×19）＝4693mm2 
【 ウ ェ ブ 】Aw=300×9－（2×26.5×9）＝2223mm2 
 
(2) 耐力の照査 
①  すべり耐力の照査（n：ボルト本数，m：摩擦面数）  
P ju＝μN=0.40×238kN=95.0N 
PSL=P ju・n・m=95.0×6×1= 570kN > Pa=347kN・・・【OK】  
 
②  既設鋼材の降伏耐力の照査  
【フランジ】P ty_f=Af・ fsyk =4693×235 = 1102kN > Pa=347kN・・・【OK】  




 接合面の表面処理とすべり係数は，表 6.1 に示すとおりとする．  





①  すべり耐力の照査（n：ボルト本数，m：摩擦面数）  
表 6.1 の接合面処理ごとのすべり係数を用いて，すべり耐力を照査する．ここで
は，あらかじめ表 6.1 で提示したすべてのケースですべり耐力を算定する．  
 すべり耐力 PSL1（β≦0.6，継手種別①）  
P ju1＝μN=0.50×238kN=119kN 
PSL1＝P ju1×n×m=119kN×6×1＝714kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL2（β≦0.8，継手種別①）  
P ju2＝μN=0.45×238kN=107kN 
PSL2＝P ju2×n×m =107kN×6×1＝642kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL3（0.8＜β，継手種別①）  
P ju3＝μN=0.40×238kN=95.0kN 
PSL3＝P ju3×n×m =95.2kN×6×1＝570kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL4（β≦0.6，継手種別②）  
P ju4＝μN=0.30×238kN=71.4kN 
PSL4＝P ju4×n×m =71.4kN×6×1＝428kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL5（β≦0.8，継手種別②）  
P ju5＝μN=0.27×238kN=64kN 
PSL5＝P ju5×n×m =64kN×6×1＝384kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL6（0.8＜β，継手種別②）  
P ju6＝μN=0.24×238kN=57kN 
PSL6＝P ju6×n×m =57kN×6×1＝342kN < Pa＝347kN・・・【NG】  
 
 すべり耐力 PSL7（β≦0.6，継手種別③）  
P ju7＝μN=0.35×238kN=83kN  




②  降伏耐力の照査  
 落橋防止装置をフランジに設置する場合は，ウェブの拘束で面外変形が生じな
いと考えられるが，ウェブに設置する場合は，面外変形が生じやすいと考えられ
る．そのため，ウェブの降伏耐力は降伏耐力補正係数 φy=0.75 を乗じて算定する． 
【フランジ】P ty_f= Af・fsyk =4693×235 = 1102kN > Pa=347kN・・・【OK】  
【 ウ ェ ブ 】P ty_w=φy・Aw・fsyk= 0.75×2223×245 = 408kN > Pa=347kN・・・【OK】  
 
③  すべり /降伏耐力比 β の照査とすべり耐力の再照査  
＜フランジに接合する場合＞  
 継手種別①  
β=PSL1/P ty_f= 714kN / 1102kN = 0.65 ＞  0.6 
0.6＜β≦0.8 であるため，すべり耐力の低下 10%を考慮した PSL2 が作用荷重（Pa）
に対して十分な耐力を有しているかを再照査する．PSL2 > Pa・・・【OK】  
 
 継手種別②  
β=PSL4/P ty_f= 428kN / 1102kN = 0.39 ≦  0.6・・・【OK】  
 β≦0.6 であるため，照査完了．  
 
 継手種別③  
β=PSL7/P ty_f= 498kN / 1102kN = 0.45 ≦  0.6・・・【OK】  
 β≦0.6 であるため，照査完了．  
 
＜ウェブに接合する場合＞  
 継手種別①  
β=PSL1/P ty_w= 714kN / 408kN = 1.74 ＞  0.6 
0.8＜β であるため，すべり耐力の低下 20%を考慮した PSL3 が作用荷重（Pa）に
対して十分な耐力を有しているか再照査する．PSL3 > Pa・・・【OK】  
 
 継手種別②  
β=PSL4/P ty_w= 428kN / 408kN = 1.05 ＞  0.6 
0.8＜β であるため，すべり耐力の低下 20%を考慮した PSL6 が作用荷重（Pa）に























フランジ ウェブ フランジ ウェブ
β≦0.6 0.50 ― ―
0.6<β≦0.8 0.45 OK ―
0.8<β 0.40 ― OK
β≦0.6 0.30 OK ―
0.6<β≦0.8 0.27 ― ―
0.8<β 0.24 ― NG
③ 2 カップブラシ＋接着剤
無機ジンク





















 表層さびの評点付けは，表 6.3 に示す文献 [5]で提案されている評価基準を参考
に実施する．さび粒径はセロテープ試験，さび厚は電磁膜厚計等により測定す
る．  
 異常とは，裸仕様の耐候性鋼橋梁として期待された状態でないことを表す．  
 正常の判定は，層状剥離の痕跡がないことを前提に，9 年目以降において可能． 
 








（a）評点 3 以上（保護性さび）  （b）評点 2（うろこ状さび）  
図 6.5 既設鋼材の素地調整前後の状態  
 
状態 評点 目視外観（例） さび厚 
正常 
5 腐食が進まず，さびも薄い 200μm 程度未満 
4 平均外観粒径 1mm 程度以下で均一なさび 
400μm 程度未満 
3 平均外観粒径 1～5mm 程度のさび 












(3) 内層さびのさび層厚と表面粗さの測定  
 評点 3 以上の場合，内層さびのさび層厚と表面粗さを測定する．さび層厚は電
磁膜厚計，表面粗さは現地で測定できる小型表面粗さ測定機などで測定する．
測定値が表 6.1 に示す範囲程度であることを確認する．  




(4) 添加鋼材の接合面処理  
 添加鋼材の内層さびの状態に関する測定結果を踏まえ，表 6.1 に示す接合面処
理方法を選定する．  

















 接着剤のせん断強度は 18～22N/mm2 程度 [7]を目安とする．せん断強度が余り































(1) 重ね摩擦接合継手のすべり耐力は，すべり /降伏耐力比 β に応じてすべり耐力
補正係数 φs を考慮し，降伏耐力は，降伏耐力補正係数 φy を考慮して評価す
ることを提示した．  
(2) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：
64μm 程度，Ra：18～28μm 程度）に対し，ブラスト処理（Ra：15μm 程度）























丸善，2009 年 7 月  
[3] 日本建築学会：鋼構造接合部設計指針，2006 






















第 2 章 偏心荷重が作用する高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐力 
 






(1) 接合面に無機ジンクリッチペイントを塗布した 2 面摩擦継手のすべり係数は 0.62，
1 面摩擦継手では 0.58，重ね継手では 0.57 であった．塗膜厚 60～90μm で無機ジ
ンクリッチペイントを塗布した場合の高力ボルト摩擦接合継手のすべり係数は，
継手形式によらず 0.50 以上であった． 
 










(4) 偏心荷重による板曲げを受ける重ね継手や 1 面摩擦継手は，降伏耐力が低下する




第 3 章 高力ボルト重ね摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐力に関する解析的検討 
 



























第 4 章 既設耐候性鋼橋のさび生成状態の調査 
 







が，豪雪地域である A 橋梁と B 橋梁では下フランジ下面にうろこ状さびが形成さ


























































第 6 章 既設耐候性鋼橋に設置する落橋防止装置の耐力評価法と照査例 
 







(1) 重ね摩擦接合継手のすべり耐力は，すべり/降伏耐力比 β に応じてすべり耐力補































































 博士課程の 3 年間，長女の咲那，次女の咲香，三女の幸咲が土曜日に学童や保育園
に元気に通ってくれたおかげで，勉強することができました．本当に感謝しています．
この 3 年間は，色々と大変な時期でしたが，近くに住んでいる家族の協力も得て，な
んとか乗り越えることができました．家族みんなで多大な協力をしてくれたこと，本
当に心から感謝申し上げます． 
最後に，博士課程に通うにあたり，快く背中を押してくれ，協力してくれた妻の葵
に心から感謝申し上げます． 
